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２０２０年度事業報告 

Ⅰ 全体総括 

 

１ 福祉サービス第三者評価事業をめぐる情勢 

２０１８年３月２６日に「福祉サービス第三者評価事業に関する指針」（厚生労働省）

が改正されて以降、都道府県での受審促進の取組み強化が期待されてきた。 

しかし、救護施設関係者による受審促進の取組みなどはあるものの、受審が努力義

務化された保育所を含めて全国的に受審は伸び悩み、また、本来の目的である事業所

におけるサービスの質の向上や利用者の適切なサービス選択、さらには評価機関およ

び評価調査者の質の向上も引き続き大きな課題となっている。 

 

２ 私たちの取組み 

私たちは、上記の課題認識に基づき、特に「福祉サービスの第三者評価のあり方に

関する調査研究」に重点的に取組み、その研究成果をとりまとめた。 

また、評価調査者の資質の向上に資するための研修会の開催や全国社会福祉協議

会・都道府県推進組織等の研修への講師協力のほか、パンフレットの発行やホームペ

ージによる情報発信を行った。 

なお、新型コロナウイルス感染症対策として、リモートでの会議や研修会の実施、

受任した研修における講義動画の作成など、必要な対応に努めた。 

 

Ⅱ 事業活動 

 

１ 評価調査者の資質向上（定款第４条の１） 

（１） 研修会 

期日 会場 内容（講師等の氏名は敬称略） 

２０２１年 

２月２８日 

（オンライ

ン開催） 

調査研究事業の中間報告 

「福祉サービスの第三者評価のあり方に関する調査研究」 

実践報告 

テーマ「利用者調査」のあり方について考える 

 特定非営利活動法人アスク（栃木県） 

 公益社団法人新潟県社会福祉士会あいエイド新潟（新潟県） 

 特定非営利活動法人はりま総合福祉評価センター（兵庫県） 

 特定非営利活動法人メイアイヘルプユー（東京都） 
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２ 調査研究（定款第４条の２） 

テーマ「福祉サービスの第三者評価事業のあり方に関する調査研究」 

｛厚生労働省：令和２年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福

祉推進事業分）｝ 

 検討委員会｛委員長：柏女霊峰氏（淑徳大学教授）｝４回開催 

 専門部会｛部会長：新津ふみ子（会長）｝     ５回開催 

 報告書作成 

 

３ 全国研究大会（定款第４条の３） 

 前述「１」の研修に組み換え 

 

４ 講師派遣（定款第４条の４） 

（１） 全国社会福祉協議会及び都道府県推進組織等が実施する研修への講師派遣 

以下の諸研修に講師を派遣し、評価調査者等の育成に協力した。 

① 全国社会福祉協議会主催の研修など 

 福祉サービス第三者評価事業「更新時研修」（新津ふみ子会長ほか当連絡会会

員） 

 福祉サービス第三者評価事業評価調査者指導者研修会（新津ふみ子会長・岡

田賢宏理事） 

 社会的養護関係施設第三者評価事業「評価調査者」養成研修会（岡田賢宏理

事） 

② 都道府県推進組織からの要請に基づくもの 

茨城県、栃木県、千葉県、東京都、神奈川県、富山県、長野県、岐阜県、愛知

県、奈良県、鳥取県  合計１１都県 

③ 評価機関 

特定非営利活動法人Ｎネット 

 

（２） 全国の評価機関に対する学習、交流会等の機会による支援 

前述の研修会の機会を通じて全国の評価機関・評価調査者（非会員を含む）へ

の情報提供や意見交換を行った。 

 

５ 会員相互の交流（定款第４条の５） 

ホームページによる計画的な情報発信に努めた。 

４月１１日  ２０２０年度定時総会の開催予定のお知らせ 

７月 ４日   ２０１９年度事業報告・決算書、２０２０年度事業計画・予算書 

７月１２日  新役員体制のお知らせ 
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８月２２日  法人案内２０２０年度版 

１０月１０日 調査研究アンケート調査票 

２月 ９日   研修会（オンライン）開催のお知らせ 

 

６ 関係機関との連携（定款第４条の６） 

（１）全国社会福祉協議会「更新時研修」への協力 

「更新時研修」の研修内容の検討、当連絡会会員を中心とする講師体制の整備な

どに取り組んだ。 

① 更新時研修 

講義動画作成、実践報告の進行および助言（２月４日） 

② 研修内容の検討と講師派遣 

モデルカリキュラムに沿った具体的な研修内容の検討 

（２） 委員会委員 

要請を受けて本連絡会の理事等が以下の委員会委員として協力した。 

 全国社会福祉協議会「福祉サービスの質の向上推進委員会常任委員会（新津ふみ

子会長） 

 同委員会児童部会社会的養護小委員会検討作業チーム（児童自立支援施設）

（岡田賢宏理事）、同委員会児童部会社会的養護小委員会検討作業チーム（児

童心理治療施設）（坂口繁治会員）、同委員会児童部会社会的養護小委員会検

討作業チーム（自立援助ホーム）（岡田賢宏理事） 

 

７ そのほか、本会の目的に沿った事業（定款第４条の７） 

（１） 指導者（講師候補者）名簿の更新 

講師候補者名簿掲載４１人｛２０２０年３月３１日現在（２０２０年度は未更新）｝  

（２） パンフレット作成による本会の諸事業の周知 

「法人案内パンフレット」（２０２０年度版）を作成し各都道府県推進組織に配布

したほか、研修会等で配布した。 

 

Ⅲ 組織活動 

 

１ 会員 

諸研修の実施、講師協力、パンフレット発行、評価機関との交流等の事業展開を通

じて会員の拡充を図った。 

（１） ２０２０年度会員数の目標１００人 

（２） ２０２１年３月３１日現在８７人（正会員８７人 賛助会員０人） 

（３） 新規加入・退会 
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〔新規加入〕 

 正会員 ４人 

（宮城県１人、東京都１人、兵庫県１人、沖縄県１人） 

〔退会〕 

 正会員 ３人 

（岩手県１人、東京都１人、新潟県１人） 

 

２ 総会 

 本会の事業報告及び事業計画等の重要事項を決定するため、定時総会を開催した。 

（１） 期日、会場 

２０２０年６月２７日（土）午後１時３０分 法人事務所内（東京都品川区内） 

（２） 出席状況 

社員総数８９人 出席社員数６４人（委任状による者５６人を含む） 

（３） 議事 

第１号議案 ２０１９年度事業報告及び決算報告について 

第２号議案 ２０２０年度事業計画（案）、予算（案）について 

第３号議案 任期満了に伴う役員の改選について 

第４号議案 定款の変更について 

 

３ 理事会 

 本会の事業運営及び予算の執行状況などを検討するため理事会を開催した。 

№ 期日 会場 議事 

１ 
２０２０年 

４月１８日 

法人事務室（一部リ

モート） 

 ２０２０年度定時総会の開催方法 

 ２０１９年度事業報告 

 ２０２０年度事業計画に関する検討課題 

 任期満了に伴う役員改選 

２ ６月２７日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 ２０１９年度事業報告・決算 

 ２０２０年度事業計画（案）、予算（案） 

 任期満了に伴う役員改選 

 定款変更（住所変更） 

 定時総会の運営 

 調査研究事業 

３ ７月１９日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 事業の進捗状況 

４ ８月２日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 事業の進捗状況 
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５ ８月２３日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 事業の進捗状況 

６ ９月１３日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 事業の進捗状況 

７ １２月５日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 第三連研修 

 愛知県継続、更新時研修の依頼に関して 

８ 
２０２１年 

１月２４日 

法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 第三連研修 

 茨城県からの養成研修の依頼について 

 愛知県継続、更新時研修のグループ演習の進め方に

ついて 

９ ２月１３日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 第三連研修 

 茨城県からの養成研修について 

10 ２月２８日 
法人事務室（一部リ

モート） 

 調査研究事業 

 第三連研修 

 茨城県からの養成研修について 

 次年度事業に関して 

 

４ 委員会 

以下の委員会を設置して担当理事を配置し、所管する事業の立案と実施に取り組ん

だ。 

（１） 研修委員会 

 研修会の企画検討 

（２） 企画委員会 

調査研究事業（再掲）の企画立案および実施 

（３） 渉外委員会 

 ホームページの更新（６回） 

 法人案内パンフレット（２０２０年度版）の発行 

 

５ 事務局 

事務局を特定非営利活動法人メイアイヘルプユー内に設置し、職員を配置して必要

な実務を行った。 
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